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　規　　　　則　

　住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年５月24日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府規則第33号

住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則

　住民基本台帳法施行細則（平成14年京都府規則第32号）の一部を次のように改正する。
　第６条の見出しを「（本人確認情報等開示請求書）」に改め、同条中「の規定」を「（法第30条の44の13において読み
替えて準用する場合を含む。）の規定」に、「は、本人確認情報開示請求書」を「（以下「開示請求」という。）は、本人
確認情報等開示請求書」に改める。
　第８条の見出しを「（本人確認情報等開示決定通知書等）」に改め、同条第１項中「の規定による開示（」を「（法第
30条の44の13において準用する場合を含む。）の規定による開示（第１号及び次条を除き、自己に係る本人確認情報等（本
人確認情報又は附票本人確認情報をいう。以下同じ。）が存在しないときにその旨を知らせることを含む。」に改め、同
項各号を次のように改める。
　⑴　当該本人確認情報等について開示をするときの当該本人確認情報等に係る通知　本人確認情報等開示決定通知書
（別記第２号様式）

　⑵　当該本人確認情報等について存在しない旨を知らせるときの当該本人確認情報等に係る通知　本人確認情報等不
存在通知書（別記第３号様式）

　第８条第２項中「の規定」を「（法第30条の44の13において準用する場合を含む。）の規定」に、「本人確認情報開示
決定期間延長通知書」を「本人確認情報等開示決定期間延長通知書」に改める。
　第９条第２項中「本人確認情報」を「本人確認情報等」に改め、同条第３項中「法第30条の32第２項本文の規定」を
「書面」に改め、「１部」の右に「（一の開示請求において本人確認情報及び附票本人確認情報のそれぞれについて開示
請求があったときは、それぞれ１部）」を加える。
　第10条の見出しを「（本人確認情報等訂正等申出書等）」に改め、同条第１項中「の規定による本人確認情報」を「（法
第30条の44の13において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定による本人確認情報等」に、「本人確認情報
訂正等申出書」を「本人確認情報等訂正等申出書」に改める。
　第11条の見出しを「（本人確認情報等訂正等処理結果通知書等）」に改め、同条各号を次のように改める。
　⑴　当該本人確認情報等の訂正等をする旨の通知　本人確認情報等訂正等処理結果通知書（別記第６号様式）
　⑵　当該本人確認情報等の一部の訂正等をする旨の通知　本人確認情報等一部訂正等処理結果通知書（別記第７号様
式）

規　　　　　則

○住民基本台帳法施行細則の一部を改正す
る規則　　 （自治振興課）    1
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　⑶　当該本人確認情報等の訂正等をしない旨の通知　本人確認情報等不訂正等処理結果通知書（別記第８号様式）
　別記第１号様式中「本人確認情報開示請求書」を「本人確認情報等開示請求書」に改め、「㊞」を削り、「第30条の32

第１項」を
「

」
に、「本人確認情報の」を「本人確認

情報等の」に、
「

」

を
「

」

に改める。
　別記第２号様式及び別記第３号様式を次のように改める。
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第２号様式（第８条関係）



号外　第19号　令和６年５月24日　金曜日　　　

4

京  都  府  公  報

第３号様式（第８条関係）

　別記第４号様式中「本人確認情報開示決定期間延長通知書」を「本人確認情報等開示決定期間延長通知書」に、「本
人確認情報の」を「本人確認情報等の」に、「第30条の33第２項」を
「

」
に、「に規定する」を「又は同法第30条の44の13

において読み替えて準用する同項に規定する」に改める。
　別記第５号様式を次のように改める。
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第５号様式（第10条関係）



号外　第19号　令和６年５月24日　金曜日　　　

月額購読料 2,930円6

京  都  府  公  報

　別記第６号様式中「本人確認情報訂正等処理結果通知書」を「本人確認情報等訂正等処理結果通知書」に、「本人確
認情報の」を「本人確認情報等の」に改め、同様式に次のように加える。
　（教示）１ 　この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、京

都府知事に審査請求をすることができます。
　　　　　２　この決定については、この決定があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都府を被告として（訴訟にお
いて京都府を代表する者は、京都府知事となります。）京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起する
ことができます。

　別記第７号様式中「本人確認情報等一部訂正処理結果通知書」を「本人確認情報等一部訂正等処理結果通知書」に、
「本人確認情報の」を「本人確認情報等の」に改め、同様式に次のように加える。
　（教示）１ 　この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、京

都府知事に審査請求をすることができます。
　　　　　２　この決定については、この決定があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都府を被告として（訴訟にお
いて京都府を代表する者は、京都府知事となります。）京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起する
ことができます。

　別記第８号様式中「本人確認情報不訂正等処理結果通知書」を「本人確認情報等不訂正等処理結果通知書」に、「本
人確認情報の」を「本人確認情報等の」に改め、同様式に次のように加える。
　（教示）１ 　この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、京

都府知事に審査請求をすることができます。
　　　　　２　この決定については、この決定があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都府を被告として（訴訟にお
いて京都府を代表する者は、京都府知事となります。）京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起する
ことができます。

　　　附　則

　この規則は、令和６年５月27日から施行する。


